
商工費
６億 1,243 万７千円
（1.7％）
農林水産業費
９億 3,467 万３千円
（2.5％）
諸支出金
10 億 935万１千円
（2.7％）
消防費
14 億 2,289 万２千円
（3.8％）
衛生費
25 億 5,823 万１千円
（6.9％）
公債費
31 億 5,698 万３千円（8.5％）
土木費
32 億 7,095 万１千円（8.8％）

笠間市
の

財政
令和７年度
決算報告

　
令
和
７
年
度
の
決
算
が
笠
間
市
議
会
で
認
定
さ

れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
市
税
を
は
じ
め
、

国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
交
付
金
な
ど
の
収
入
を
、

医
療
や
福
祉
、
土
木
、
教
育
な
ど
、
市
民
生
活
の

向
上
と
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
使
っ
て

い
ま
す
。

自主
財源

市税
107億
801万
３千円
（27.4％）

繰越金
17億 5,407万３千円
（4.5％）

諸収入（自主）
９億 1,824 万円
（2.4％）

繰入金
８億 416万３千円
（2.1％）

地方消費税交付金
20億 1,050万６千円
（5.2％）

市債
26 億 3,040 万円
（6.7％）

県支出金
27 億 8,595 万円
（7.1％）

その他　11 億 2,475 万７千円（2.9％）

その他
３億 2,034 万９千円
（0.9％）

国庫支出金
76 億 2,256 万３千円
（19.5％）

地方交付税
76 億 1,849 万５千円
（19.5％）

民生費
145 億 6,618 万
２千円
（39.1％）

総務費
55億 5,897万２千円
（14.9％）

教育費
38 億 1,329 万５千円（10.2％）

寄附金
４億 839万８千円
（1.0％）
その他
６億 7,462 万３千円
（1.7％）

自主財源
152 億 6,751 万円
（39.1％）

依存財源
237 億 9,267 万 1千円
（60.9％）

依存
財源

歳入 390 億 6,018 万 1 千円 歳出 372 億 2,431 万 6 千円 差引 18 億 3,586 万 5 千円

歳入　 390 億 6,018 万 1 千円

歳出　 372 億 2,431 万 6 千円

[ 一般会計の決算額 ]

基金の状況
一般会計 特別会計 計

169 億 6,817 万 5千円 15億 2,232 万 9千円 184億 9,050 万 4千円

市債残高の状況
一般会計 企業会計 計

266 億 9,940 万 4千円 206億 4,511 万 2千円 473億 4,451 万 6千円

一般会計

今年度入庁した新規
採用職員の私たちが
市の財政について説
明します

収入支出の結果を表す
のが決算で、毎年この
時期に発表しています

※令和８年３月31日現在人口（住民基本台帳）71,844人で算出 ※災害復旧費を含む

「特別会計」は、保険料や使用料などの特定収入により、
特定の事業を行う会計です

議会費

3,530円

35,608円

19,805円

77,376円

13,010円

53,077円

202,747円

8,525円

43,942円

45,529円

14,049円

衛生費

消防費

総務費

農林水産業費

教育費

民生費

商工費

公債費

土木費

諸支出金

議会の運営など

予防接種や各種検診、
ごみ処理事業など

消防団や防災施設の
整備など

税金の賦課、
戸籍や住民登録の経費、

広報紙の発行など

農林業復興支援や
農地の基盤整備など

各小中学校や公民館・
図書館の運営など

高齢者・障がい者・
福祉対策・医療福祉など

商工業支援や
観光施設管理など

市債の元金・利子の
返済

市道の整備・補修や
公園管理など

病院・水道事業への
支払金など

区分 歳入 歳出 差引

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 73 億 6,982 万 6 千円 73 億 887 万 2 千円 6,095 万 4 千円 
後期高齢者医療特別会計 12 億 6,021 万 2 千円 12 億 5,768 万９千円 252 万 3 千円
介護保険特別会計 81 億 3,789 万 3 千円 77 億 3,966 万 7 千円 3 億 9,822 万 6 千円
介護サービス事業特別会計 1,967 万 7 千円 1,809 万 5 千円 158 万 2 千円

企
業
会
計

病院事業
収益的 ９億 5,325 万 6 千円 10 億 992 万 3 千円 ▲ 5,666 万 7 千円
資本的 3,272 万 8 千円 5,765 万 6 千円 ▲ 2,492 万 8 千円

水道事業
収益的 18 億 5,970 万 8 千円 16 億 4,445 万 8 千円 ２億 1,525 万円
資本的 4 億 2,370 万円 12 億 1,247 万 4 千円 ▲７億 8,877 万 4 千円

工業用水道事業
収益的 3,444 万 2 千円 2,823 万 2 千円 621 万円
資本的 ０円 ０円 ０円

下水道事業
収益的 23 億 7,188 万 7 千円 23 億 2,196 万２千円 4,992 万 5 千円
資本的 11 億 4,071 万 1 千円 18 億 1,164 万 5 千円 ▲ 6 億 7,093 万 4 千円

歳出額を市民1人あたりに換算すると 518,127円
項目別にすると

特別会計

市の運営に関わる、さまざ
まな事業に支出しているこ
とがわかります

市の運営に関わる、さまざ
まな事業に支出しているこ
とがわかります

14,049円
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商工費
６億 1,243 万７千円
（1.7％）
農林水産業費
９億 3,467 万３千円
（2.5％）
諸支出金
10 億 935万１千円
（2.7％）
消防費
14 億 2,289 万２千円
（3.8％）
衛生費
25 億 5,823 万１千円
（6.9％）
公債費
31 億 5,698 万３千円（8.5％）
土木費
32 億 7,095 万１千円（8.8％）

笠間市
の

財政
令和７年度
決算報告

　
令
和
７
年
度
の
決
算
が
笠
間
市
議
会
で
認
定
さ

れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
市
税
を
は
じ
め
、

国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
交
付
金
な
ど
の
収
入
を
、

医
療
や
福
祉
、
土
木
、
教
育
な
ど
、
市
民
生
活
の

向
上
と
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
使
っ
て

い
ま
す
。

自主
財源

市税
107億
801万
３千円
（27.4％）

繰越金
17億 5,407万３千円
（4.5％）

諸収入（自主）
９億 1,824 万円
（2.4％）

繰入金
８億 416万３千円
（2.1％）

地方消費税交付金
20億 1,050万６千円
（5.2％）

市債
26 億 3,040 万円
（6.7％）

県支出金
27 億 8,595 万円
（7.1％）

その他　11 億 2,475 万７千円（2.9％）

その他
３億 2,034 万９千円
（0.9％）

国庫支出金
76 億 2,256 万３千円
（19.5％）

地方交付税
76 億 1,849 万５千円
（19.5％）

民生費
145 億 6,618 万
２千円
（39.1％）

総務費
55億 5,897万２千円
（14.9％）

教育費
38 億 1,329 万５千円（10.2％）

寄附金
４億 839万８千円
（1.0％）
その他
６億 7,462 万３千円
（1.7％）

自主財源
152 億 6,751 万円
（39.1％）

依存財源
237 億 9,267 万 1千円
（60.9％）

依存
財源

歳入 390 億 6,018 万 1 千円 歳出 372 億 2,431 万 6 千円 差引 18 億 3,586 万 5 千円

歳入　 390 億 6,018 万 1 千円

歳出　 372 億 2,431 万 6 千円

[ 一般会計の決算額 ]

基金の状況
一般会計 特別会計 計

169 億 6,817 万 5千円 15億 2,232 万 9千円 184億 9,050 万 4千円

市債残高の状況
一般会計 企業会計 計

266 億 9,940 万 4千円 206億 4,511 万 2千円 473億 4,451 万 6千円

一般会計

今年度入庁した新規
採用職員の私たちが
市の財政について説
明します

収入支出の結果を表す
のが決算で、毎年この
時期に発表しています

※令和８年３月31日現在人口（住民基本台帳）71,844人で算出 ※災害復旧費を含む

「特別会計」は、保険料や使用料などの特定収入により、
特定の事業を行う会計です

議会費

3,530円

35,608円

19,805円

77,376円

13,010円

53,077円

202,747円

8,525円

43,942円

45,529円

14,049円

衛生費

消防費

総務費

農林水産業費

教育費

民生費

商工費

公債費

土木費

諸支出金

議会の運営など

予防接種や各種検診、
ごみ処理事業など

消防団や防災施設の
整備など

税金の賦課、
戸籍や住民登録の経費、

広報紙の発行など

農林業復興支援や
農地の基盤整備など

各小中学校や公民館・
図書館の運営など

高齢者・障がい者・
福祉対策・医療福祉など

商工業支援や
観光施設管理など

市債の元金・利子の
返済

市道の整備・補修や
公園管理など

病院・水道事業への
支払金など

区分 歳入 歳出 差引

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 73 億 6,982 万 6 千円 73 億 887 万 2 千円 6,095 万 4 千円 
後期高齢者医療特別会計 12 億 6,021 万 2 千円 12 億 5,768 万９千円 252 万 3 千円
介護保険特別会計 81 億 3,789 万 3 千円 77 億 3,966 万 7 千円 3 億 9,822 万 6 千円
介護サービス事業特別会計 1,967 万 7 千円 1,809 万 5 千円 158 万 2 千円

企
業
会
計

病院事業
収益的 ９億 5,325 万 6 千円 10 億 992 万 3 千円 ▲ 5,666 万 7 千円
資本的 3,272 万 8 千円 5,765 万 6 千円 ▲ 2,492 万 8 千円

水道事業
収益的 18 億 5,970 万 8 千円 16 億 4,445 万 8 千円 ２億 1,525 万円
資本的 4 億 2,370 万円 12 億 1,247 万 4 千円 ▲７億 8,877 万 4 千円

工業用水道事業
収益的 3,444 万 2 千円 2,823 万 2 千円 621 万円
資本的 ０円 ０円 ０円

下水道事業
収益的 23 億 7,188 万 7 千円 23 億 2,196 万２千円 4,992 万 5 千円
資本的 11 億 4,071 万 1 千円 18 億 1,164 万 5 千円 ▲ 6 億 7,093 万 4 千円

歳出額を市民1人あたりに換算すると 518,127円
項目別にすると

特別会計

市の運営に関わる、さまざ
まな事業に支出しているこ
とがわかります

市の運営に関わる、さまざ
まな事業に支出しているこ
とがわかります

14,049円
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▲詳しくはこちら

合併特例債とは

前年度の使い道（令和７年度）

今年度の使い道（令和８年度）

　新市建設計画に基づいた事業のうち、市の一体性を高めたり、
均衡ある発展や住民福祉の向上を実現する事業の財源として、
合併特例債を活用しています。具体的には、旧市町を結ぶ道路
や地域の発展に必要な駅周辺の整備、小中学校の耐震化、認定
こども園や地域交流センターなどの施設の整備など市民の生活
に身近な事業に活用しており、平成 18 年度から令和 7 年度ま
での 20 年間で約 296 億円を借り入れています。

幹線道路や安居工業地域、市民球場整備の整備などに活用
しました。

幹線道路や笠間稲荷周辺の整備などへの活用を予定して
います。

■道路整備事業
　 〇笠間 PA スマート IC  ………………1 億 3,100 万円
　 〇（仮称）鯉淵南友部線  ……………………1,460 万円

■都市整備事業
　 〇安居工業地域 ……………………… 1 億 7,230 万円
　 〇笠間稲荷周辺 ……………………………… 450 万円

■道路整備事業
　 〇笠間 PA スマート IC  ………………1 億 9,890 万円
　 〇（仮称）鯉淵南友部線  ……………………7,600 万円
　 〇市道（笠）4232号線（大郷戸）………… 1,040 万円

■都市整備事業
　 〇安居工業地域 ……………………… 1 億 4,220 万円
　 〇笠間稲荷周辺 ……………………… 1 億 3,880 万円

■その他
　 〇市民球場整備 ……………………………  1,730 万円
　 〇「笠間の栗」水田畑地化整備 …………… 1,950 万円
　 〇まちづくり振興基金積立 ………… ８億 4,520 万円

■その他
　 〇市民球場整備 ……………………………… 790 万円
　 〇「笠間の栗」水田畑地化整備 …………… 1,530 万円
　 〇北山公園整備 …………………………… 1,500 万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ほか

合併特例債の使い道

将来市が返済するお金
のうち、70％が普通交
付税で措置されます

令和７年度は約12億 440万円を活用しました。

令和８年度は約６億6,500万円を予定しています。

○合併特例債起債可能上限額 ………………約 322 億円
　 合併特例債借入（予定）総額 …………………… 約 278 億円

（まちづくり振興基金積立分は含まない）

※笠間市では、約322億円の合併特例債の活用が可能です。今後も財政状況などと照らし合わせながら真に必要なものに活用する方針です。

○まちづくり振興基金への積立上限額 …約 26 億 7 千万円
　 まちづくり振興基金への積立額 ……………… 約 26 億 7 千万円

将来市が返済するお金
のうち、70％が普通交
付税で措置されます

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

財
政
指
標
の
概
要

　「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
（
財
政
健

全
化
法
）」
に
基
づ
き
、
令
和
７
年
度
の
笠
間
市
の
健
全
化
判
断

比
率
お
よ
び
公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

令
和
７
年
度
決
算
に
基
づ
き
算
定
し
た
結
果
、
す
べ
て
の
比
率

で
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　
今
後
と
も
限
ら
れ
た
財
源
の
重
点
的
か
つ
効
率
的
な
予
算
の

配
分
を
行
う
と
と
も
に
、
節
度
あ
る
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き

ま
す
。

【
用
語
の
解
説
】

実
質
赤
字
比
率

　
普
通
会
計
（
一
般
会
計
）
の
赤
字
の
程
度
を
指
標

化
し
、
財
政
経
営
の
悪
化
の
度
合
い
を
示
す
も
の
で

す
。
笠
間
市
の
決
算
額
は
黒
字
で
あ
る
た
め「
－
％
」

と
表
示
し
て
い
ま
す
。

連
結
実
質
赤
字
比
率

　
全
会
計
（
一
般
会
計
＋
特
別
会
計
等
）
の
赤
字
や

黒
字
を
合
算
し
、
笠
間
市
全
体
と
し
て
の
財
政
経
営

の
悪
化
の
度
合
い
を
示
す
も
の
で
す
。
笠
間
市
の
連

結
決
算
額
は
黒
字
で
あ
る
た
め
「
－
％
」
と
表
示
し

て
い
ま
す
。

実
質
公
債
費
比
率

　
借
入
金
（
地
方
債
）
の
返
済
額
お
よ
び
こ
れ
に
準

ず
る
額
の
大
き
さ
を
指
標
化
し
、
借
入
金
の
返
済
に

よ
る
財
政
負
担
の
程
度
を
示
す
も
の
で
す
（
全
会
計

＋
笠
間
地
方
広
域
事
務
組
合
な
ど
の
一
部
事
務
組
合

な
ど
が
対
象
）。

将
来
負
担
比
率

　
一
般
会
計
な
ど
の
借
入
金
や
将
来
支
払
っ
て
い
く
可

能
性
の
あ
る
負
担
等
の
現
時
点
で
の
残
高
を
指
標
化

し
、
将
来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
の
度
合
い
を
示
す

も
の
で
す
。
笠
間
市
の
将
来
負
担
比
率
は
算
定
さ
れ
な

い
た
め
「
－
％
」
と
表
示
し
て
い
ま
す
（
全
会
計
＋
一

部
事
務
組
合
＋
第
三
セ
ク
タ
ー
等
が
対
象
）。

資
金
不
足
比
率

　
病
院
事
業
な
ど
各
公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足
の

程
度
を
指
標
化
し
、
経
営
状
態
の
悪
化
の
度
合
い
を

示
す
も
の
で
す
。
公
営
企
業
に
資
金
不
足
額
は
あ
り

ま
せ
ん
の
で
「
－
％
」
と
表
示
し
て
い
ま
す
。

早期健全化基準の範囲

笠間市の健全化判断比率

笠間市の公営企業の資金不足比率

実質赤字比率1

1

2

2

3

3

4

4

5

5

連結実質赤字比率

実質公債費比率

早期健全化基準：

財政再生基準：

早期健全化団体に移行する基準。早期健全化団体になると、財政健全化計画
を定めて財政の健全化に向けた取り組みを行うことになります。

財政再生団体になる基準。財政再生団体になると、財政再生計画を定めて財
政再建に取り組むことになります。また、総務大臣の許可がなければ地方債
の借り入れができなくなります。

将来負担比率

資金不足比率

前年度
の比率

（0％）黒字ということ

黒字ということ

将来財政を圧迫
する可能性がな
いということ

資金不足がない
ということ

（0％）

（0％）

（0％）

（0％）

（12.46％）

（17.46％）

（25％）

（20％）

（30％）

（35％）

（350％）

（20％）

対前年度
の比率

財政再生基準の範囲
笠間市の

5.3％

ー ％

ー ％

ー ％

ー ％ ー ％

ー ％

ー ％

ー ％

5.9％

ー 

ー 

ー 

ー 

▲ 0.6

財
政
課（
内
線
２
１
３
）

笠間市は赤字額がなく、かつ将
来負担比率が算定されず、健全
な財政運営が行われています
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▲詳しくはこちら

合併特例債とは

前年度の使い道（令和７年度）

今年度の使い道（令和８年度）

　新市建設計画に基づいた事業のうち、市の一体性を高めたり、
均衡ある発展や住民福祉の向上を実現する事業の財源として、
合併特例債を活用しています。具体的には、旧市町を結ぶ道路
や地域の発展に必要な駅周辺の整備、小中学校の耐震化、認定
こども園や地域交流センターなどの施設の整備など市民の生活
に身近な事業に活用しており、平成 18 年度から令和 7 年度ま
での 20 年間で約 296 億円を借り入れています。

幹線道路や安居工業地域、市民球場整備の整備などに活用
しました。

幹線道路や笠間稲荷周辺の整備などへの活用を予定して
います。

■道路整備事業
　 〇笠間 PA スマート IC  ………………1 億 3,100 万円
　 〇（仮称）鯉淵南友部線  ……………………1,460 万円

■都市整備事業
　 〇安居工業地域 ……………………… 1 億 7,230 万円
　 〇笠間稲荷周辺 ……………………………… 450 万円

■道路整備事業
　 〇笠間 PA スマート IC  ………………1 億 9,890 万円
　 〇（仮称）鯉淵南友部線  ……………………7,600 万円
　 〇市道（笠）4232号線（大郷戸）………… 1,040 万円

■都市整備事業
　 〇安居工業地域 ……………………… 1 億 4,220 万円
　 〇笠間稲荷周辺 ……………………… 1 億 3,880 万円

■その他
　 〇市民球場整備 ……………………………  1,730 万円
　 〇「笠間の栗」水田畑地化整備 …………… 1,950 万円
　 〇まちづくり振興基金積立 ………… ８億 4,520 万円

■その他
　 〇市民球場整備 ……………………………… 790 万円
　 〇「笠間の栗」水田畑地化整備 …………… 1,530 万円
　 〇北山公園整備 …………………………… 1,500 万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ほか

合併特例債の使い道

将来市が返済するお金
のうち、70％が普通交
付税で措置されます

令和７年度は約12億 440万円を活用しました。

令和８年度は約６億6,500万円を予定しています。

○合併特例債起債可能上限額 ………………約 322 億円
　 合併特例債借入（予定）総額 …………………… 約 278 億円

（まちづくり振興基金積立分は含まない）

※笠間市では、約322億円の合併特例債の活用が可能です。今後も財政状況などと照らし合わせながら真に必要なものに活用する方針です。

○まちづくり振興基金への積立上限額 …約 26 億 7 千万円
　 まちづくり振興基金への積立額 ……………… 約 26 億 7 千万円

将来市が返済するお金
のうち、70％が普通交
付税で措置されます

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

財
政
指
標
の
概
要

　「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
（
財
政
健

全
化
法
）」
に
基
づ
き
、
令
和
７
年
度
の
笠
間
市
の
健
全
化
判
断

比
率
お
よ
び
公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

令
和
７
年
度
決
算
に
基
づ
き
算
定
し
た
結
果
、
す
べ
て
の
比
率

で
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　
今
後
と
も
限
ら
れ
た
財
源
の
重
点
的
か
つ
効
率
的
な
予
算
の

配
分
を
行
う
と
と
も
に
、
節
度
あ
る
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き

ま
す
。

【
用
語
の
解
説
】

実
質
赤
字
比
率

　
普
通
会
計
（
一
般
会
計
）
の
赤
字
の
程
度
を
指
標

化
し
、
財
政
経
営
の
悪
化
の
度
合
い
を
示
す
も
の
で

す
。
笠
間
市
の
決
算
額
は
黒
字
で
あ
る
た
め「
－
％
」

と
表
示
し
て
い
ま
す
。

連
結
実
質
赤
字
比
率

　
全
会
計
（
一
般
会
計
＋
特
別
会
計
等
）
の
赤
字
や

黒
字
を
合
算
し
、
笠
間
市
全
体
と
し
て
の
財
政
経
営

の
悪
化
の
度
合
い
を
示
す
も
の
で
す
。
笠
間
市
の
連

結
決
算
額
は
黒
字
で
あ
る
た
め
「
－
％
」
と
表
示
し

て
い
ま
す
。

実
質
公
債
費
比
率

　
借
入
金
（
地
方
債
）
の
返
済
額
お
よ
び
こ
れ
に
準

ず
る
額
の
大
き
さ
を
指
標
化
し
、
借
入
金
の
返
済
に

よ
る
財
政
負
担
の
程
度
を
示
す
も
の
で
す
（
全
会
計

＋
笠
間
地
方
広
域
事
務
組
合
な
ど
の
一
部
事
務
組
合

な
ど
が
対
象
）。

将
来
負
担
比
率

　
一
般
会
計
な
ど
の
借
入
金
や
将
来
支
払
っ
て
い
く
可

能
性
の
あ
る
負
担
等
の
現
時
点
で
の
残
高
を
指
標
化

し
、
将
来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
の
度
合
い
を
示
す

も
の
で
す
。
笠
間
市
の
将
来
負
担
比
率
は
算
定
さ
れ
な

い
た
め
「
－
％
」
と
表
示
し
て
い
ま
す
（
全
会
計
＋
一

部
事
務
組
合
＋
第
三
セ
ク
タ
ー
等
が
対
象
）。

資
金
不
足
比
率

　
病
院
事
業
な
ど
各
公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足
の

程
度
を
指
標
化
し
、
経
営
状
態
の
悪
化
の
度
合
い
を

示
す
も
の
で
す
。
公
営
企
業
に
資
金
不
足
額
は
あ
り

ま
せ
ん
の
で
「
－
％
」
と
表
示
し
て
い
ま
す
。

早期健全化基準の範囲

笠間市の健全化判断比率

笠間市の公営企業の資金不足比率

実質赤字比率1

1

2

2

3

3

4

4

5

5

連結実質赤字比率

実質公債費比率

早期健全化基準：

財政再生基準：

早期健全化団体に移行する基準。早期健全化団体になると、財政健全化計画
を定めて財政の健全化に向けた取り組みを行うことになります。

財政再生団体になる基準。財政再生団体になると、財政再生計画を定めて財
政再建に取り組むことになります。また、総務大臣の許可がなければ地方債
の借り入れができなくなります。

将来負担比率

資金不足比率

前年度
の比率

（0％）黒字ということ

黒字ということ

将来財政を圧迫
する可能性がな
いということ

資金不足がない
ということ

（0％）

（0％）

（0％）

（0％）

（12.46％）

（17.46％）

（25％）

（20％）

（30％）

（35％）

（350％）

（20％）

対前年度
の比率

財政再生基準の範囲
笠間市の

5.3％

ー ％

ー ％

ー ％

ー ％ ー ％

ー ％

ー ％

ー ％

5.9％

ー 

ー 

ー 

ー 

▲ 0.6

財
政
課（
内
線
２
１
３
）

笠間市は赤字額がなく、かつ将
来負担比率が算定されず、健全
な財政運営が行われています

7 笠間市の財政　広報かさま 2026 年 10 月号


